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証券コード 9216
2026年８月６日

（電子提供措置の開始日2026年８月４日）
株 主 各 位

東京都新宿区西新宿三丁目７番１号
ビ ー ウ ィ ズ 株 式 会 社
代表取締役社長 飯 島 健 二

第27期定時株主総会招集ご通知
拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
さて、当社第27期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第27期定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.bewith.net/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR
情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

書面またはインターネット等による議決権行使につきましては、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主
総会参考書類をご検討のうえ、2026年８月25日（火曜日）午後６時30分までに議決権を行使くださいますよう
お願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2026年８月26日（水曜日）午前10時00分
２．場 所 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 新宿パークタワー３階 パークタワーホール
３．会議の目的事項

＜報告事項＞ １．第27期（2025年６月１日から2026年５月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類
の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第27期（2025年６月１日から2026年５月31日まで）計算書類の内容報告の件
＜決議事項＞
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

４．議決権の行使に関する事項
代理人による議決権の行使は、議決権を有する他の株主に委任する場合に限られます。
なお、代理人は１名とさせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

◎書面交付請求されていない株主様には、本招集ご通知のみをご送付しております。株主総会参考書類、事業報
告その他の電子提供措置事項につきましては、掲載している各ウェブサイトをご参照ください。

◎法令及び当社定款第14条第2項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面に
は、電子提供措置事項のうち次の事項を記載しておりません。なお、これらの事項は、監査等委員会及び会計
監査人が監査報告を作成する際に行った監査の対象に含まれております。
①事業報告の「主要な営業所」「従業員の状況」「主要な借入先」「会社の株式に関する事項」「会社の新株予約
権等に関する事項」「会計監査人の状況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
④監査報告書の「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告」「計算書類に係る会計監査人の監査報告」「監査
等委員会の監査報告」



（年末年始を除く 9：00～ 21：00）

みずほ信託銀行 証券代行部

ふ0120-768-524

【「スマート行使」「議決権行使ウェブサイト」の
　　　　　　操作方法等に関するお問い合わせ先】

議決権行使についてのご案内
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株主総会にご出席いただける場合

開催日時 2026年8月26日(水曜日)午前10時
（受付開始：午前９時）

議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご捺印は不要です。）
代理人によるご出席の場合は、委任状を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出ください。（代理人の資
格は、当社定款の定めにより、議決権を有する他の株主様に限るものとさせていただきます。）

株主総会にご出席いただけない場合
郵送によるご行使
行使期限 2026年8月25日(火曜日)午後6時30分到着分まで
議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限までに到着するようご返送ください。
なお、議案につき賛否のご表示がない場合は、賛成の表示があったものとして取り扱わせていただきます。

インターネットによるご行使
行使期限 2026年8月25日(火曜日)午後6時30分まで
議決権行使ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/ にアクセスしていただき、
行使期限までに賛否をご入力ください。

複数回にわたりご行使された場合の議決権の取り扱い
●郵送とインターネットにより重複して議決権をご行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内
容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

●インターネットにより複数回にわたり議決権をご行使された場合は、最後にご行使された内容を有効とさせ
ていただきます。

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担とな
ります。

「スマート行使」について
議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマートフォンにて
お読み取りいただき、「スマート行使」に係るウェブサイトへアク
セスしたうえで、画面の案内に従って議決権行使をしていただき
ますようお願い申し上げます（ID・パスワードの入力は不要で
す）。
※「スマート行使」による議決権行使は、インターネットによる

議決権行使として取り扱います。
※「スマート行使」による議決権行使は１回に限り可能です。
※「スマート行使」による議決権行使後に行使内容を修正される

場合は、お手数ですが議決権行使ウェブサイトにてご修正を
いただきますようお願い申し上げます。

※ QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。



株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
本株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案におい

て同じ。）３名全員が任期満了となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いするもの
であります。
なお、本議案に関しましては、独立社外取締役のみで構成される指名報酬委員会の審議・答申

を経ており、当社といたしましては、内容は相当であると考えております。また、監査等委員会
は、全ての取締役候補者について適任であると判断しております。
取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当 在任年数 取締役会

出席状況

１ 再 任
いい じま けん じ

飯島 健二 代表取締役社長 ７年９ヶ月 100％
（17回／17回）

２ 新 任
みや もと とも よし

宮本 知宜 ― ― ―

３ 再 任
なか せ ゆう こ

仲瀬 裕子 取締役 1年 100％
（14回／14回）
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候補者
番 号 １

いい じま けん じ

飯島 健二 1979年１月28日生 再 任

所有する当社株式の数 75,600株

在任年数 ７年９ヶ月（本株主総会終結時）

取締役会への出席状況 100%（17回／17回）

略歴、地位、担当
2002年６ 月 当社 入社
2009年10月 当社 経営企画部担当部長
2010年10月 三菱商事株式会社 出向
2012年５ 月 株式会社パソナドゥタンク（現株式会社パソナ） 出向
2012年11月 当社 事業開発部担当部長
2015年９ 月 当社 経営企画部長
2016年６ 月 当社 取締役執行役員経営企画部長
2016年12月 株式会社アイブリット 取締役（現任）
2018年６ 月 株式会社Regrit Partners （現株式会社Re-grit Partners）取締役
2018年８ 月 当社 執行役員常務コーポレート本部長
2018年11月 当社 取締役副社長執行役員 営業機能/コーポレート機能担当
2019年６ 月 一般社団法人日本コールセンター協会（現一般社団法人日本コンタクトセンター協会） 理事（現任）
2020年８ 月 当社 取締役副社長執行役員 営業・オペレーション部門/コーポレート部門担当
2025年 3 月 当社 代表取締役社長（現任）
2026年 5 月 Radiant Communication Sdn. Bhd. Director（現任）

重要な兼職の状況 株式会社アイブリット 取締役
一般社団法人日本コンタクトセンター協会 理事
Radiant Communication Sdn. Bhd. Director

取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
飯島健二氏は、当社入社以降、事業開発部担当部長や経営企画部長、執行役員などを歴任した後、2025年3
月からは代表取締役社長として当社経営の中枢を担い、企業経営や事業開発、DX・IT事業における豊富な経
験・見識を有するとともに、強いリーダーシップのもと当社事業の変革及び成長戦略の推進を主導している
ことから、当社取締役として適任と判断し引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番 号 ２

みや もと とも よし

宮本 知宜 1980年10月24日生 新 任

所有する当社株式の数 0株

略歴、地位、担当
2004年 4 月 当社 入社
2012年 5 月 株式会社パソナドゥタンク（現株式会社パソナ） 出向
2016年 6 月 当社 営業本部担当部長
2018年 6 月 当社 コーポレート本部 デジタルビジネス推進部長
2019年12月 当社 Omnia LINK営業部長
2021年 6 月 当社 Omnia LINK事業部長
2022年 6 月 当社 Omnia LINK事業本部長

株式会社アイブリット 取締役（現任）
2023年 8 月 当社 執行役員（Division Chief Operating Officer）
2025年 8 月 当社 常務執行役員（Chief Strategy Officer）（現任）

重要な兼職の状況 株式会社アイブリット 取締役

取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
宮本知宜氏は、2004年の当社入社以降、営業部門及びデジタル領域の責任者として幅広い業務を担い、
Omnia LINK事業において営業部長、事業部長及び事業本部長を歴任するなど、当社事業に関する豊富な経
験・見識を有しており、これまで培ってきた経験及び知見を活かし、当社事業のさらなる成長に貢献するこ
とが期待できるため、当社取締役として適任と判断し、取締役候補者としております。
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候補者
番 号 ３

なか せ ゆう こ

仲瀬 裕子 1969年10月31日生 再 任

所有する当社株式の数 1,900株

在任年数 1年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況 100%（14回／14回）

略歴、地位、担当
1992年 4 月 株式会社テンポラリーセンター（現株式会社南部エンタープライズ） 入社
2002年 8 月 株式会社パソナ 広報企画部長
2005年 9 月 同社 執行役員 IR室長
2007年12月 株式会社パソナグループ 執行役員 IR室長
2009年 9 月 同社 常務執行役員 IR室長
2010年 6 月 株式会社ベネフィット・ワン 取締役
2010年 8 月 株式会社パソナグループ 取締役常務執行役員 財務経理部・IR室担当

株式会社パソナ 取締役常務執行役員 財務経理本部長
2011年 8 月 株式会社パソナ 取締役常務執行役員 経理部・財務部担当
2012年 5 月 当社 監査役
2017年 8 月 株式会社パソナグループ 専務執行役員CFO 財務経理本部長
2025年 6 月 同社 副社長執行役員CFO 経営管理総本部長（現任）
2025年 8 月 当社 取締役（現任）
2026年 1 月 株式会社PASONA VIV JAPAN 代表取締役（現任）

重要な兼職の状況 株式会社パソナグループ 副社長執行役員CFO 経営管理総本部長
株式会社PASONA VIV JAPAN 代表取締役

取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
取締役候補者とした理由
仲瀬裕子氏は、当社の親会社を含むグループ会社等の役員を歴任し、財務・会計の責任者として豊富な経
験・見識を有するとともに、人材マネジメントやESGに関する知見を有しており、これらの経験を通じ当社
の企業価値向上に資することが期待できるため、当社取締役として適任と判断し引き続き取締役候補者とし
ております。

（注） 当社は、取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約では、当社が負う有価証券損害賠償費用、争訟費用に加え、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が補填
されることになります。ただし、法令違反の行為のあることを被保険者が認識して行った行為に起因して生じた損害は補填さ
れないなど、一定の免責事由があります。各取締役候補者の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者に含められるこ
ととなり、任期途中に当該保険契約について同内容での更新を予定しております。なお、保険料は会社が全額負担しており、
被保険者の実質的な保険料負担はありません。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
本株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役４名全員が任期満了となります。つき

ましては、取締役会全体の構成を勘案して１名減員し、監査等委員である取締役３名の選任をお
願いするものであります。なお、３名体制においても、内部監査部門との連携等を含む当社管理
体制の現況に鑑み、監査の実行性は引き続き確保できるものと判断しておりますが、今後の当社
の事業の進展及び経営環境の変化を踏まえ、時宜に応じた最適なガバナンス体制を構築すべく、
将来的には再度の増員を含めて柔軟に検討してまいります。
なお、本議案に関しましては、独立社外取締役のみで構成される指名報酬委員会の審議・答申

を経ており、内容は相当であると考えております。また、監査等委員会の同意も得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当 在任年数 取締役会

出席状況

１ 再 任
なか じま たかし

中島 孝 取締役常勤監査等委員 ６年 100％
（17回／17回）

２ 再 任 社外取締役
独立役員

とみ まつ ひろ ゆき

冨松 宏之 社外取締役監査等委員 ６年 94％
（16回／17回）

３ 再 任 社外取締役
独立役員

い よく み わ こ

伊能 美和子 社外取締役監査等委員 ３年 100％
（17回／17回）
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候補者
番 号 １

なか じま たかし

中島 孝 1963年11月23日生 再 任

所有する当社株式の数 0株
在任年数 ６年（本総会終結時）
取締役会への出席状況 100%（17回／17回）

略歴、地位、担当
1986年４月 株式会社テンポラリーセンター（現株式会社南部エンタープライズ） 入社
1993年５月 同社 スタッフ人事 シニアマネージャー
1997年３月 株式会社パソナ（旧株式会社テンポラリーセンター、現株式会社南部エンタープライズ）営業総本部法務チーム シニ

アマネージャー
2000年６月 株式会社パソナ（旧株式会社パソナサンライズ）総務本部法務室 シニアマネージャー
2001年６月 同社 CS部 営業法務グループ長
2007年９月 同社 執行役員営業法務部長
2008年７月 株式会社パソナグループ コンプライアンス室長
2010年６月 株式会社パソナ 執行役員法務部長
2016年９月 株式会社パソナグループ 執行役員コンプライアンス室長
2018年９月 同社 常務執行役員コーポレート・ガバナンス担当 兼 法務室長 兼 内部統制室長
2019年９月 同社 常務執行役員コーポレート・ガバナンス担当コンプライアンスコンサルティング室長 兼 内部統制室長
2020年８月 当社 取締役常勤監査等委員（現任）

重要な兼職の状況 該当はございません。
取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
中島孝氏は、人材マネジメントに加え、法務・リスクマネジメント分野における豊富な経験・見識を有して
おり、業務執行に対する独立した立場から、経営全般に対する適法性及び妥当性に関する監査及び助言によ
り、取締役会の意思決定機能及び監査・監督の強化が期待できるため、当社取締役として適任と判断し引き
続き監査等委員である取締役候補者としております。
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候補者
番 号 ２

とみ まつ ひろ ゆき

冨松 宏之 1979年５月１日生
再 任
社外取締役
独立役員

所有する当社株式の数 2,200株
在任年数 ６年（本総会終結時）
取締役会への出席状況 94%（16回／17回）

略歴、地位、担当
2011年12月 弁護士登録

黒須法律事務所 入所
2013年１月 堀総合法律事務所 入所（現任）
2016年４月 弁理士登録
2020年８月 当社 社外取締役監査等委員（現任）
2022年 7 月 SPIDEX株式会社 社外取締役

重要な兼職の状況 堀総合法律事務所 パートナー弁護士・弁理士

社外取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
冨松宏之氏は、弁護士及び弁理士としての豊富な経験があり、法律に関する高い専門知識や知見、金融法務
を主力分野とする法律事務所におけるファイナンス分野に関する経験を当社の経営の監督に活かし、独立し
た立場から、取締役会の意思決定機能及び監査・監督機能の強化が期待できるため、当社取締役として適任
と判断し引き続き監査等委員である取締役候補者としております。
同氏は、過去に社外取締役となること以外の方法で直接経営に関与された経験はありませんが、上記の理由
により、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと考えております。
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候補者
番 号 ３

い よく み わ こ

伊能 美和子 1964年10月11日生
再 任
社外取締役
独立役員

所有する当社株式の数 0株
在任年数 ３年（本総会終結時）
取締役会への出席状況 100%（17回／17回）

略歴、地位、担当
1987年４月 日本電信電話株式会社（現NTT株式会社） 入社
1999年 7 月 株式会社NTTコミュニケーションズ（現NTTドコモビジネス株式会社） 転籍
2004年 4 月 日本電信電話株式会社 転籍
2012年 7 月 株式会社NTTドコモ 転籍
2015年 8 月 株式会社ドコモgacco 代表取締役社長
2017年 7 月 タワーレコード株式会社 代表取締役副社長
2020年 1 月 東京電力ベンチャーズ株式会社 入社

TEPCOライフサービス株式会社 取締役
2020年６月 株式会社ヤマノホールディングス 社外取締役

株式会社タカラトミー 社外取締役（現任）
2020年12月 株式会社学研ホールディングス 社外取締役（現任）
2022年２月 株式会社Yokogushist 代表取締役（現任）
2022年 3 月 株式会社ギフティ 社外取締役
2023年８月 当社 社外取締役監査等委員（現任）
2025年 6 月 株式会社久世 社外取締役（現任）
2026年 7 月 ギフティグループ株式会社 社外取締役（現任）

重要な兼職の状況 株式会社タカラトミー 社外取締役
株式会社学研ホールディングス 社外取締役
株式会社Yokogushist 代表取締役
株式会社久世 社外取締役
ギフティグループ株式会社 社外取締役

社外取締役候補者に関する特記事項 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
伊能美和子氏は、企業内起業家として複数の新規事業を立ち上げた経験を有し、他事業会社における取締役
の経験と幅広い見識、上場企業経営者として人材マネジメントやESGに関する知見を有しており、その経験
と見識を当社の経営の監督に活かしつつ、独立した立場より取締役会の意思決定機能及び監査・監督機能の
強化が期待できるため、当社取締役として適任と判断し引き続き監査等委員である取締役候補者としており
ます。
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（注）１．冨松宏之氏、伊能美和子氏は、社外取締役候補者であります。
２．当社は、取締役候補者冨松宏之氏、伊能美和子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、冨松宏之
氏、伊能美和子氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定であります。

３．当社は、取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約では、当社が負う有価証券損害賠償費用、争訟費用に加え、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が補填
されることになります。ただし、法令違反の行為のあることを被保険者が認識して行った行為に起因して生じた損害は補填さ
れないなど、一定の免責事由があります。各取締役候補者の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者に含められるこ
ととなり、任期途中の当該保険契約について同内容での更新を予定しております。なお、保険料は会社が全額負担しており、
被保険者の実質的な保険料負担はありません。

４．当社は、冨松宏之氏、伊能美和子氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の責任について、
その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度とし
て損害賠償責任を限定する契約を締結しており、冨松宏之氏、伊能美和子氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続す
る予定であります。
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【取締役（候補者を含む）のスキル・マトリックス】

氏名 属性

有する知識・経験・能力

企業
経営

サービ
ス・営
業

人材マ
ネジメ
ント

事業
開発・
海外

AI・
DX

法務・
リスク
マネジ
メント

財務・
会計 ESG

飯島 健二 ● ● ● ● ●

宮本 知宜 ● ● ● ●

仲瀬 裕子 非常勤 ● ● ● ●

中島 孝 常勤監査等
委員 ● ● ●

冨松 宏之 社外取締役・
監査等委員 ● ● ● ●

伊能 美和子 社外取締役・
監査等委員 ● ● ● ● ●
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（ご参考）
＜社外取締役の独立性判断基準＞

当社は、原則として、以下のいずれの要件にも該当しない者を独立役員としております。

（1）当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者

（2）当社の主要な取引先またはその業務執行者

（3）当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専

門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

（4）過去3事業年度において、上記（1）、（2）または（3）に掲げる者に該当していた者

（5）就任の前10年以内のいずれかの時において次のaからcまでのいずれかに該当していた者

a. 当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

b. 当社の親会社の監査役（監査等委員である社外取締役を独立役員として指定する場合に限る。）

c. 当社の兄弟会社の業務執行者

（6）次のaからfまでのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の二親等内の親族

a. 上記（1）から（5）までに掲げる者

b. 当社の子会社の業務執行者

c. 当社の子会社の業務執行者でない取締役

d. 当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役

e. 当社の兄弟会社の業務執行者

f. 過去3事業年度において、前b、cまたは当社の業務執行者（監査等委員である社外取締役を独立役員

として指定する場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者

以 上
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１ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、賃上げ継続に伴う所得環境の改善や、AI関連需要の拡大を背景
とした企業収益の底堅い推移により、緩やかな回復基調がみられました。設備投資についても、人手不足へ
の対応を目的とした省人化やDX（デジタルトランスフォーメーション）関連投資を中心に底堅く推移いた
しました。一方で、エネルギー価格や原材料価格の高騰に伴う物価上昇に加え、人手不足に伴うコスト上昇
圧力の継続が、家計や企業活動に影響を及ぼしており、景気動向は依然として不透明な状況が続いておりま
す。
国際情勢においては、AIやデジタル分野への投資拡大が世界経済を下支えする要因として期待されている

ものの、データセンターの増設等に伴うエネルギー需要の増加に加え、中東地域における地政学的緊張の高
まりによる供給懸念も重なり、エネルギー価格やインフレ動向への影響が懸念されております。さらに、為
替相場やサプライチェーンを取り巻く不確実性なども企業活動に影響を及ぼす要因となっており、国際的な
経済環境は予断を許さない状況となっております。
当社グループの属するコンタクトセンター・BPO業界においては、労働市場の引き締まりを背景とした企

業のアウトソーシング需要が底堅く推移している一方で、人材確保の難易度上昇や人件費の上昇が供給面に
おける課題となっております。こうした課題への対応策として、生成AIやAIエージェントの活用に向けた取
り組みが加速しており、AIと人材の協働を前提とした業務設計や業務プロセスの変革が業界全体に広がって
おります。

このような経営環境の下、当社グループは2026年５月期を最終年度とする「中期経営計画2025」におい
て、「根元から新芽まで健康に成長し続ける会社」をビジョンとし、経営方針として①Omnia LINKの強力
な成長、②特徴あるコンタクトセンター・BPOの継続的成長、③事業成長を支える経営基盤の構築、の３点
の実現に向けて取り組んでまいりました。
（コンタクトセンター・BPOサービス）

当連結会計年度のコンタクトセンター・BPOサービスでは、重点分野であるスマートライフ領域（金
融業界・情報通信業界・小売流通業界）において、新規案件の獲得及び既存案件の拡大が進展しまし
た。特に金融業界では、資産運用ニーズの高まりを背景としたカスタマーサポート案件のほか、新リー
ス会計基準対応などの制度対応需要を取り込みました。情報通信業界では、生成AIをはじめとするデジ
タルサービスの普及を背景に、本人確認審査やヘルプデスク等の案件が拡大しました。また、小売流通
業界では、美容・ヘルスケア関連商材を扱う案件が堅調に推移しました。一方で、特定公共案件の業務
量縮小の影響により、前年同期比の売上高は微減となりました。
なお、当連結会計年度末のオペレーションブース数は、全国16拠点、6,660ブースとなっておりま

す。
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（クラウドPBX Omnia LINKをはじめとするシステム開発・販売）
クラウドPBX「Omnia LINK」外販については、当連結会計年度末のライセンス数は5,721（前年同

期比＋28.3％）、ARR（年次経常収益：毎月継続して生じる収益を12倍して算出）は14.7億円（前年同
期比＋37.8％）となりました。当連結会計年度においても大型案件の出荷が進み、ライセンス数及び
ARRは着実に増加しております。
また、当社はOmnia LINKの成長加速に向け、中期経営計画においても掲げていた海外展開の第一歩

として、マレーシアのAI・コンタクトセンター関連企業であるRadiant Communication Sdn. Bhd.の
株式85%を取得し、連結子会社化いたしました。同社にはマレーシア国内においてコンタクトセンター
向けシステムやAIソリューションを提供してきた実績とノウハウがあり、当社との高い事業親和性を有
しております。同社が有する知見やネットワークを活用し、Omnia LINKのローカライズ及び海外市場
への展開を推進するとともに、同社の自社開発AIエージェントソリューション「KeyAI」の日本市場で
の展開も検討してまいります。

営業費用に関しては、当連結会計年度を通じて、2025年５月29日に開示した短期プランに基づき、
拠点総席数の適正化及び間接人件費率の抑制施策を実施し、売上高の水準に応じたコスト適正化を進め
てまいりました。第４四半期においてRadiant Communication Sdn. Bhd.の連結子会社化に伴う取得
関連費用が発生いたしましたが、通期計での営業利益は前年同期に対し増益となりました。

上記の取り組みの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高は36,322百万円（前年同期比0.3％減）、
営業利益は1,167百万円（同9.1％増）、経常利益は1,181百万円（同増17.6％増）、親会社株主に帰属する
当期純利益は579百万円（同27.9％増）となりました。



事業報告

17

2．設備投資の状況
当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資（無形固定資産を含む）の総額は、304百万円で

あります。これは主に、コンタクトセンター施設の増床及び施設維持に伴う建物附属設備80百万円、コンタク
トセンター拠点における機器のリプレイス及びコンタクトセンター施設の増床に伴う工具、器具及び備品136
百万円、コンタクトセンター利用システム、顧客関連投資、情報セキュリティ強化に伴うソフトウエア45百万
円であります。

3．資金調達の状況
当連結会計年度において、当社は株式取得のため、1,300百万円を金融機関の借入により調達しました。

4．対処すべき課題
（１）中期経営計画の達成に向けた事業推進

当社グループは、３カ年の中期経営計画である「中期経営計画2025」の3年目として、経営ビジョンである
「根元から新芽まで健康に成長し続ける会社」の実現に向けた定量目標とともに定性方針を取り組みの柱とし
て設定し、定性・定量の両面での成果と、さらなる企業価値の最大化を目指してまいりました。
2026年度を初年度とする新たな中長期経営計画においても、経営ビジョンである「根元から新芽まで健康

に成長し続ける会社」の実現に向けて、以下３点を取り組みの柱として設定し、さらなる企業価値の最大化を
目指してまいります。

❶ Omnia LINK Platform事業のさらなる成長
当社グループの最大の特徴、強みであり、成長ポテンシャルも大きいOmnia LINK Platform事業につい

て、AIを含めたオールインワンの特徴を活かすことで継続的に拡大してまいります。また、さらなる成長に
向けて、劇的に変化する市場環境に適応した機能を付加することで、AIエージェント・ネイティブなセンタ
ーの実現に貢献し、顧客単価の上昇、サービスラインナップの拡充、対象市場の拡大に取り組みます。

❷ Global AI・IT事業の段階的拡張
当社グループは、国内市場のみに依存した成長モデルからの転換を不可避の経営課題と捉え、ASEAN市

場を中心としたグローバル事業の段階的拡張に取り組みます。2026年5月に連結子会社化したRadiant
Communication Sdn. Bhd.が持つ現地顧客基盤・ネットワーク構築ノウハウ・AI開発力を最大限に活用
し、Omnia LINKのローカライズと市場浸透を加速させるとともに、日本型オペレーションの高度化ノウハ
ウを現地顧客へ提供することで、マレーシア市場における独自ポジションの確立を目指します。
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また、同社が開発したAIエージェントソリューション「KeyAI」の国内外展開を推進し、Omnia LINKと
の融合により包括的なAIコンタクトセンターソリューションの提供を図ります。さらに、マレーシアを
ASEAN全域への「グローバルゲートウェイ」と位置付け、段階的に周辺国へと展開を広げ、グローバルで
の持続的成長を実現してまいります。

❸ BPM（Business Process Modernization）への進化
引き続き当社グループの足元を支えるコンタクトセンター・BPO事業においては、AIを実装した自社プラ

ットフォームと現場運営の融合による強みを活かしたサービスモデルを新たに「BPM（Business Process
Modernization）」として位置付けました。音声通話に留まらないマルチチャネルでのAIエージェント展開
と、利用量に応じたトランザクション課金モデルへの転換により、新たな収益構造を確立するとともに、AI
導入支援を一気通貫で担うコンサルティング型サービスの強化を含めて、グループ全体の競争優位性を高め
てまいります。

（２）流動性の確保及び企業価値の拡大
当連結会計年度末における当社株式の流通株式比率はプライム市場の上場維持基準を充たしておりますが、

流通株式時価総額については将来に渡って安定的に基準を充足し続けるといえる水準には至っておりません。
当社株式の流通株式数は投資家による売買を通じて変動することとなりますが、上場維持基準を充足し続ける
ために、当面の間は、㈱パソナグループとの連結関係を維持できる範囲において実施可能な資本政策を検討
し、大株主（親会社等）と連携のうえで流動性確保に努めるとともに、当社グループの経営方針・経営戦略に
沿い、事業規模・売上高並びに利益額・利益の成長を通じて企業価値を継続的に向上させることで流通株式時
価総額の拡大に努めてまいります。
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5．財産及び損益の状況の推移

区 分 第24期
2023年５月期

第25期
2024年５月期

第26期
2025年５月期

第27期
2026年５月期

（当連結会計年度）
売上高 （百万円） 35,158 38,253 36,424 36,322
営業利益 （百万円） 2,225 2,543 1,069 1,167
経常利益 （百万円） 2,269 2,527 1,004 1,181
親会社株主に帰属する当
期純利益 （百万円） 1,678 1,833 452 579

１株当たり当期純利益 （円） 122.14 131.15 32.12 40.89
総資産 （百万円） 12,207 14,096 14,494 16,484
純資産 （百万円） 7,841 9,192 8,952 8,815
１株当たり純資産 （円） 564.24 652.58 632.97 604.72

6．重要な親会社及び子会社の状況
❶ 親会社との関係

当社の親会社は株式会社パソナグループであり、同社は当社の株式を7,821,800株（出資比率54.43％）
保有しております。
なお、当社は同社から取締役１名を受け入れておりますが、当社と同社との間に事業活動上の重要な取引

はありません。
また、当社は親会社の子会社である株式会社パソナを含む傘下事業会社より一部業務を受託しておりま

す。

❷ 親会社等との間の取引に関する事項
1）取引にあたって当社の利益を害さないように留意した事項

当社が新たに親会社等（親会社の子会社を含む、以下同様）との取引を行う場合は、関連当事者との取
引にあたるものとして、関連当事者等管理規程の定めに従って、当該取引の合理性（事業上の必要性があ
るか）、取引条件の妥当性（公正かつ適正であるか）等を検討し、監査等委員会へ報告のうえで取締役会
の承認を得ることとしております。
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2）当社の利益を害さないかどうかについての取締役の判断及びその理由
取締役会では、親会社等との取引については、独立社外役員からも適切な意見を得ながら、多面的な議

論を経て実施の可否を決定しております。当社と親会社等との関係においては、事業運営に関し一定の協
力関係を保つ必要があると認識しつつ、経営方針や事業計画は当社独自に作成することで、独立性は確保
されており、当社の経営及び事業活動にあたって利益を害するものではないものと判断しております。

3）取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当事項はありません。

❸ 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社アイブリット 20百万円 100％ クラウドPBX「Omnia LINK」の企画・
開発

株式会社ドゥアイネット 10百万円 60% システムの設計・開発及び保守サービスの提
供、Web制作、Webマーケティング

Radiant Communication
Sdn. Bhd. 3,735千MYR 85% CXソリューション・AI・ソフトウエア開発、

システム統合、通信機器の販売・保守

❹ 特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

7．主要な事業内容（2026年５月31日現在）
顧客企業に対し、当社グループで採用・育成した人材・場所・システム等を用いて、コンタクトセンター・

BPOサービスとして、主に業務委託契約に基づき提供しております。コンタクトセンターに必須となるシステ
ムであるPBXは、自社開発のOmnia LINKを活用しております。また、自社でコンタクトセンターを運営して
いる企業に対しては、Omnia LINKのみのシステム販売も行っております。
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２ 会社役員に関する事項
１．取締役の氏名等（2026年５月31日現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

森 本 宏 一 取締役会長

飯 島 健 二 代表取締役社長
・株式会社アイブリット 取締役
・一般社団法人日本コンタクトセンター協会 理事
・Radiant Communication Sdn. Bhd. Director

仲 瀬 裕 子 取締役
・株式会社パソナグループ 副社長執行役員CFO
経営管理総本部長

・株式会社PASONA VIV JAPAN 代表取締役

中 島 孝 取締役
（常勤監査等委員）

冨 松 宏 之 取締役
（監査等委員） ・堀総合法律事務所 パートナー弁護士・弁理士

伊 能 美和子 取締役
（監査等委員）

・株式会社タカラトミー 社外取締役
・株式会社学研ホールディングス 社外取締役
・株式会社Yokogushist 代表取締役
・株式会社ギフティ 社外取締役
・株式会社久世 社外取締役

政 井 貴 子 取締役
（監査等委員）

・SBI金融経済研究所株式会社 取締役理事長
・飛島ホールディングス株式会社 社外取締役
・川崎汽船株式会社 社外取締役
・大王製紙株式会社 社外取締役

（注）１．取締役 冨松宏之氏、伊能美和子氏、政井貴子氏は、社外取締役であります。
2．当社は、取締役 冨松宏之氏、伊能美和子氏、政井貴子氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
3．取締役（監査等委員）冨松宏之氏は、金融法務を主力分野とする法律事務所における弁護士及び弁理士として、当該分野の

法律に関する高い専門知識と豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4．取締役（監査等委員）政井貴子氏は、外資系銀行や国内銀行で要職を歴任し、日本銀行の政策委員会審議委員として金融政

策の策定に携わるなど高い専門知識と豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。

5．取締役（監査等委員を除く）、執行役員及び使用人等からの情報収集及び重要な会議への出席並びに内部監査部門等との十分
な連携を通じ、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を選定しております。

6．社外取締役の重要な兼職先と当社との間には、重要な関係はありません。
7．2025年8月28日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって、若本博隆氏は任期満了により取締役を退任いたしました。
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２．責任限定契約の内容の概要
当社は、定款に取締役（業務執行取締役等である者を除く。）の責任限定契約に関する規定を設けており、

社外取締役監査等委員全員との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づき、会社法第423条第
１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第
１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとしております。

３．補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

４．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社の取締役、執行役員、管理職従業員（会社法上の「重要な使用人」として選任された者）及び

当社子会社（※）の取締役、監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、当社が負う有価証券損害賠償費用、争訟費
用に加え、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がな
されたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が補填されることになります。ただし、法令違反
の行為のあることを被保険者が認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事
由があります。
なお、保険料は会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
※Radiant Communication Sdn. Bhd.については、同様の役員等賠償責任保険契約への加入を予定してお

ります。

５．当事業年度に係る取締役の報酬等の額
❶ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
１）当該方針の決定方法

当社は、取締役会の決議により、以下のとおり取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の
報酬等の内容に係る決定方針を定めております。

２）決定方針の内容の概要
1. 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう考
慮するものとし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針とする。
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2. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の
決定に関する方針を含む。）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の

業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定する。
3. 非金銭報酬等の内容及び非金銭報酬等の額もしくは数またはその算定方法の決定に関する方針（報酬

等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するため、非金

銭報酬として、株主総会において基本報酬と別枠で承認を得た報酬上限額の範囲内において、ストック
オプション（新株予約権）を付与する。個別の取締役に付与するストックオプションの個数及び時期
は、個別の取締役の役位、職責、在任年数その他業績も総合考慮して決定する。

4. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する
割合の決定に関する方針
役位、職責、当社と同程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえ、企業価値の持続的な向上に寄

与するために最適な支給割合となるよう決定する。
5. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

金銭報酬の個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。取締役会は、当該権限
が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、委員の過半数が独立社外取締役で構成される指名報
酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内容
を参考として個人別の金銭報酬の額を決定しなければならないこととする。なお、ストックオプション
については、取締役会は、指名報酬委員会に個人別の割当株式数の原案を諮問し答申を得るものとし、
当該答申の内容を参考として取締役会が取締役個人別の割当株式数を決議する。

３）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理
由
取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認してお
り、取締役会としてもその内容を尊重し、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

❷ 取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬総額については、2022年8月25日開催の第23期定時株

主総会にて、年額80百万円以内と決議されております。当該決議による定めに係る取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）の員数は２名です。また、監査等委員である取締役の報酬総額については、2022年8月
25日開催の第23期定時株主総会にて、年額50百万円以内と決議されております。当該決議による定めに係
る監査等委員である取締役の員数は４名（うち、社外取締役は３名）です。
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❸ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社は、前述❶２）に記載のとおり、取締役会が代表取締役社長に対して、個別取締役（監査等委員であ

る取締役を除く）の固定報酬額についての決定権限を委任することとしており、2025年8月28日開催の取
締役会において代表取締役社長である飯島健二に当該権限を委任することを決定しております。この権限を
委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役社長が最も適している
と考えたためであります。

❹ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象とな
る役員の
員数
（人）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員である
ものを除く） 57 57 ー ー 2

（うち社外取締役） （ー） （ー） ー ー （ー）
監査等委員である取締役 41 41 ー ー 4
（うち社外取締役） (25) (25) ー ー (3)

（注）当事業年度末現在の取締役（監査等委員であるものを除く）は、３名でありますが、上記の対象となる役員の員数と相違して
おりますのは、無報酬の取締役１名を除いているためであります。
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６．社外役員に関する事項
❶ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

❷ 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役
（監査等委員） 冨松 宏之

当事業年度に開催された取締役会には、17回中16回出席いたしました。
また当事業年度に開催された監査等委員会には、13回中12回出席し、主
に弁護士としての専門的見地から、当社取締役会及び監査等委員会におい
て積極的に発言を行い、当社の社外取締役として、取締役会の意思決定機
能及び監査・監督機能の強化等適切な役割を果たしております。

取締役
（監査等委員） 伊能 美和子

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席いたしました。また当事
業年度に開催された監査等委員会13回全てに出席し、他事業会社における
取締役の経験と幅広い見識、上場企業経営者として人材マネジメントや
ESGに関する知見から、当社取締役会及び監査等委員会において積極的に
発言を行い、当社の社外取締役として、取締役会の意思決定機能及び監
査・監督機能の強化等適切な役割を果たしております。

取締役
（監査等委員） 政井 貴子

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席いたしました。また当事
業年度に開催された監査等委員会13回全てに出席し、金融市場における豊
富な経験や金融経済に関する知見から、当社取締役会及び監査等委員会に
おいて積極的に発言を行い、当社の社外取締役として、取締役会の意思決
定機能及び監査・監督機能の強化等適切な役割を果たしております。

３ 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の１つとして位置付けております。
業績に応じた株主還元を実施することを基本方針として、配当性向50％を目処とするとともに、継続的かつ安

定的な配当の維持にも努めてまいります。
また、内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るとともに、M&Aや新規事業等の成長投資に活用

し、当社サービスの拡大に対応すると同時にサービスの品質向上に努める考えであります。当社事業の拡大とサ
ービスの付加価値を高め、利益を追求することにより、株主の皆様の期待に応えたいと考えております。
なお、当社は剰余金の配当を取締役会にて行うことができる旨を定款に定めております。
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連結貸借対照表（2026年５月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額
（資 産 の 部）

流動資産 11,618
現金及び預金 6,492
売掛金 4,566
契約資産 69
商品 37
仕掛品 2
貯蔵品 4
その他 454
貸倒引当金 △7

固定資産 4,866
有形固定資産 2,060
建物 991
工具、器具及び備品 566
建設仮勘定 476
その他 25

無形固定資産 997
のれん 684
ソフトウエア 303
その他 9

投資その他の資産 1,807
投資有価証券 135
敷金及び保証金 1,165
繰延税金資産 470
その他 36

資産合計 16,484

科 目 金 額
（負 債 の 部）

流動負債 5,472
短期借入金 104
１年内返済予定の長期借入金 267
未払金 950
未払費用 1,783
未払法人税等 445
未払消費税等 622
契約負債 147
賞与引当金 364
株主優待引当金 238
その他 547

固定負債 2,196
長期借入金 1,250
繰延税金負債 18
退職給付に係る負債 7
資産除去債務 910
その他 9

負債合計 7,669
（純 資 産 の 部）

株主資本 8,689
資本金 1,044
資本剰余金 1,147
利益剰余金 6,497
自己株式 △0

新株予約権 0
非支配株主持分 126
純資産合計 8,815
負債及び純資産合計 16,484
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連結損益計算書（2025年６月１日から2026年５月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 36,322
売上原価 30,964
売上総利益 5,358

販売費及び一般管理費 4,191
営業利益 1,167

営業外収益
受取利息 0
受取配当金 0
受取保険金 6
補助金収入 13
その他 6 28

営業外費用
支払利息 0
持分法による投資損失 12
その他 1 13

経常利益 1,181
特別利益

固定資産売却益 0 0
特別損失

減損損失 161
固定資産除却損 5 167

税金等調整前当期純利益 1,013
法人税、住民税及び事業税 508
法人税等調整額 △69 438
当期純利益 574
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △4
親会社株主に帰属する当期純利益 579
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貸借対照表（2026年５月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額
（資 産 の 部）

流動資産 10,732
現金及び預金 6,075
売掛金 4,306
商品 1
仕掛品 1
貯蔵品 4
前払費用 309
その他 35
貸倒引当金 △3

固定資産 4,927
有形固定資産 1,341
建物 958
工具、器具及び備品 383

無形固定資産 238
ソフトウエア 228
その他 9

投資その他の資産 3,347
投資有価証券 135
関係会社株式 1,583
敷金及び保証金 1,141
繰延税金資産 451
その他 36

資産合計 15,660

科 目 金 額
（負 債 の 部）

流動負債 5,041
１年内返済予定の長期借入金 260
未払金 879
未払費用 1,777
未払法人税等 377
未払消費税等 605
契約負債 16
賞与引当金 356
株主優待引当金 238
その他 530

固定負債 1,950
長期借入金 1,040
資産除去債務 910

負債合計 6,992
（純 資 産 の 部）

株主資本 8,667
資本金 1,044
資本剰余金 1,147
資本準備金 944
その他資本剰余金 203

利益剰余金 6,476
利益準備金 75
その他利益剰余金 6,401
繰越利益剰余金 6,401

自己株式 △0
新株予約権 0
純資産合計 8,667
負債及び純資産合計 15,660
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損益計算書（2025年６月１日から2026年５月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 36,225
売上原価 31,216
売上総利益 5,009

販売費及び一般管理費 3,809
営業利益 1,199

営業外収益
受取利息 0
受取配当金 15
受取保険金 6
補助金収入 13
その他 6 42

営業外費用
支払利息 0
電子記録債権売却損 1
その他 0 1

経常利益 1,240
特別利益

固定資産売却益 0 0
特別損失

減損損失 161
固定資産除却損 5
関係会社株式評価損 12 179

税引前当期純利益 1,060
法人税、住民税及び事業税 469
法人税等調整額 △70 399
当期純利益 660
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ビーウィズ株式会社
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主要な営業所
❶ 当社の主要な営業所

名称 所在地
本社 東京都新宿区
新宿センター 東京都新宿区
札幌第一センター 北海道札幌市
札幌第二センター 北海道札幌市
札幌第三センター 北海道札幌市
札幌第四センター 北海道札幌市
横浜第一センター 神奈川県横浜市
横浜第二センター 神奈川県横浜市
横浜第三センター 神奈川県横浜市
横浜第四センター 神奈川県横浜市
大阪センター 大阪府大阪市
和歌山センター 和歌山県和歌山市
松山センター 愛媛県松山市
福岡第一センター 福岡県福岡市
福岡第二センター 福岡県福岡市
長崎センター 長崎県長崎市
デジタルラボ長崎 長崎県長崎市

❷ 重要な子会社の主要な営業所
会社名 名称 所在地

株式会社アイブリット 本社 東京都渋谷区
株式会社ドゥアイネット 本社 長崎県長崎市
Radiant Communication Sdn. Bhd. 本社 Kuchai Lama, Kuala Lumpur,
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従業員の状況（2026年５月31日現在）
従業員数 前期末比増減

793名 （ 5,650名 ） 44名増 （ 400名減 ）
（注）１．当社グループは、コンタクトセンター・BPO事業の単一グループセグメントであるため、セグメント別の記載は省略してお

ります。
２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。
３．臨時従業員は契約社員及びアルバイトであり、派遣社員を除いております。臨時従業員の主たる業務はオペレーターとなり

ます。

主要な借入先

借入先 借入残高

株式会社みずほ銀行 1,300百万円
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会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数 51,200,000株

２．発行済株式の総数 14,368,748株
（注）自己株式52株を除く

３．株主数 12,644名

４．大株主
株 主 名 持株数 持株比率

株式会社パソナグループ 7,821千株 54.43％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 431千株 3.00％
ビーウィズ社員持株会 176千株 1.22％
松井 映孝 98千株 0.68％
株式会社メディカル・コンシェルジュ 80千株 0.55％
飯島 健二 75千株 0.52％
森本 宏一 62千株 0.43％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 49千株 0.34％
ＢＣＳＬ ＣＬＩＥＮＴ ＲＥ ＢＢＰＬＣ ＮＹＢＲ 27千株 0.18％
竹川 信之 23千株 0.16％

（注）持株比率は、自己株式（52株）を控除して計算しております。

５．当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
該当事項はありません。

6．その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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会社の新株予約権等に関する事項
１．当事業年度末日における当社役員が有する職務執行の対価として交付された新
株予約権等の状況

・2021年４月22日開催の取締役会決議による第１回新株予約権
❶ 新株予約権の払込金額・・・・・・払込を要しない
❷ 新株予約権の行使価額・・・・・・１個当たり209,000円
❸ 目的となる株式の種類及び数・・・普通株式139,000株（新株予約権１個につき200株）

当社は、2021年10月22日付で１株を200株に株式分割いたしました。これにより新株予約権の目的とな
る株式の数が調整されております。

❹ 新株予約権の主たる行使条件
新株予約権者が、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員及び従業員
の地位にあること。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病
に起因する退職及び転籍、その他正当な理由の存する場合と取締役会が認めた場合は、権利行使をなしう
るものとする。

❺ 新株予約権の行使期間・・・・・・2023年４月23日から2031年４月22日まで
❻ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 保有者数
監査等委員でない取締役（注） 172個 普通株式 34,400株 １名
監査等委員である取締役（注） 95個 普通株式 19,000株 １名

（注）監査等委員であるか否かにかかわらず、取締役のうち常勤でない者（社外取締役を含む）には新株予約権を付与しておりませ
ん。

２．当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価と
して交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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３．その他新株予約権等に関する重要な事項
・2021年４月22日開催の取締役会決議による第２回新株予約権
❶ 新株予約権の払込金額・・・・・・480万円（新株予約権１個につき4,000円）
❷ 新株予約権の行使価額・・・・・・１個当たり209,000円
❸ 目的となる株式の種類及び数・・・普通株式240,000株（新株予約権１個につき200株）

当社は、2021年10月22日付で1株を200株に株式分割いたしました。これにより新株予約権の目的とな
る株式の数が調整されております。

❹ 新株予約権の主たる行使条件
(ⅰ)本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次に掲げる事由のいずれかが生じていないこ

と。
ア．209,000円を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われたとき（ただし、払込金額が会社

法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」及び普通株式の株価とは
異なると認められる価格である場合並びに当該株式の発行等が株主割当てによる場合等を除く。）。

イ．209,000円を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該行使価額が
当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行された場合を除
く。）。

ウ．当社普通株式の普通取引の終値が1,045円（新株予約権１個は200株のため、209,000円相当）を下回
る価格となったとき。

(ⅱ) 本新株予約権者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所
に上場した日から半年が経過した日以降に、本新株予約権を行使することができる。

❺ 新株予約権の行使期間・・・・・・2021年５月11日から2031年５月10日まで
❻ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 保有者数
監査等委員でない取締役（注） ５ 個 普通株式 1,000株 １名

（注）監査等委員でない取締役のうち常勤でない者及び監査等委員である取締役には新株予約権を付与しておりません。



事業報告

37

会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

２．責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

３．補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

４．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区分
報酬等の額

監査証明業務に基づく報酬 非監査証明業務に基づく報酬
当社 35百万円 ー百万円

連結子会社 ー ー
計 35百万円 ー百万円

（注）１．監査証明業務に基づく報酬の額は、当社が会社法第436条第２項第１号及び会社法第444条第４項に基づく監査、
金融商品取引法第193条の２第１項に基づく監査契約を締結し、支払っているものです。

５．当事業年度に係る会計監査人としての報酬等及び監査等委員会が同意した理由
当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であ

るか検証するとともに、業界及び会社規模による報酬比較も行い、また、経理財務部による報酬の検証内容に
ついて確認し、検討した結果、妥当と判断し、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項及び
第３項の同意を行っております。

６．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査等委員会は監査

等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解
任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査等委員会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、

株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制

当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制の内容は以下のとおりであります。

❶ 当社及び子会社の取締役及び全ての使用人等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
a)当社は、事業理念及び行動理念を制定し、当社及び子会社の取締役及び全ての使用人等に対し、当社グル
ープの企業活動の根本理念を十分に理解させ、法令等遵守の意識の徹底を図るとともに、高い倫理観に基
づく健全な企業活動を推進する。

b)当社は、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の各分野における課題を包
括的に捉え、これらサステナビリティの視点を経営判断や事業活動に反映させることで、持続可能な成長
を実現するとともに、ステークホルダーの信頼を高めることを目的としてサステナビリティ推進委員会を
設置する。

c)当社は、当社の取締役及び全ての使用人等が遵守、留意すべき事項として「ビーウィズ株式会社行動規
範」を制定する。また、当該規範を補完する「コンプライアンス規程」を制定し、当社のコンプライアン
ス及びその活動における原則を定めたうえで、当社のコンプライアンスの維持及び向上並びに、コンプラ
イアンスに関する意思決定を支援する機関として、取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員
会」をサステナビリティ推進委員会の分科会として設置する。

d)当社は、情報セキュリティの重要性とその影響を認識し、当社の取締役及び全ての使用人等がその趣旨を
理解し、情報資産が不正に開示、漏洩されないよう適切な行動を取ることを約する「情報セキュリティ宣
言」のもと、「セキュリティポリシー」及び、「プライバシーポリシー」を制定する。また、情報セキュリ
ティに関する重大な意思決定を行う機関として、取締役社長または取締役社長が任命するその他の取締役
を委員長とする「セキュリティ委員会」を設置する。

e)内部監査部門は、業務執行部門から独立するものとし、内部監査の体制・要領等を「内部監査規程」で定
め、周知のうえ運用の徹底を図り、各組織及び子会社の職務遂行を客観的に点検・評価し改善するととも
に、当社における業務活動の適正性及び効率性につき監視を行い、これらの結果を取りまとめて取締役社
長及び取締役会に報告する。

f)当社は、事業理念及び行動理念に基づき、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮
断する。また、不当要求等への対応を管掌する部署を定めるとともに、事案発生時の報告及び対応に係る
体制等について「反社会的勢力等排除規程」で定め、警察等関連機関とも連携し毅然と対応する。

g)当社と利害関係を有しない社外取締役を選任し、取締役の相互監視・監督機能を強化することにより、適
法性を確保する。
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❷ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制並びに子会社の取締役等の職務の執行
に係る事項の当社への報告に関する体制
a)取締役の職務執行状況については、法令の定めによるほか、適宜、取締役会にて報告する。
b)当社は、経営上の重要事項の意思決定について、法令、定款、「取締役会規則」または「組織権限規程」
に基づき、株主総会、または取締役会の決議もしくは指定の「決裁書」（電磁的手段によるものを含む）
により行うこととし、その議事録または決裁書については「文書管理手順書」の定めに従って指定の期間
保存する。

c)子会社の取締役の職務の執行状況、並びに子会社の業績、営業状況の進捗、及びその他の経営上の重要事
項は、子会社に派遣する当社取締役を通じて、当社の取締役会において定期的に報告する。

d)内部監査部門は、子会社に対する内部監査の結果を、適宜、監査等委員会及び取締役社長に報告する。
❸ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a)当社は、財務健全性と企業価値の維持・向上、事業機会の確保、また重大な事故を防止することを目的と
して、リスク管理に関する基本的事項を定めるため「リスク管理基本規程」を制定する。当該規程におい
ては、当社グループの企業集団としての価値を低下させまたは企業活動における持続的発展の脅威となる
リスクを体系的に捉え、ガバナンス、戦略と計画、業務プロセスと経営インフラ、コンプライアンス、開
示等の類型を定め、類型ごとに責任部局を設け適切なリスク管理を行うとともに、有事が発生した場合に
は、当該規程に従い迅速かつ適切に対応する。また、当社グループの事業活動におけるリスク管理を所管
し、リスク管理に関する方針及び管理対策等に関する意思決定を支援するための機関として、取締役社長
を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置する。

b)子会社は、重大な損失・損害（見込みを含む）が発生した場合、速やかに当社に報告・相談するととも
に、「組織権限規程」の定めによってその対応方針を協議のうえ決定する。また、当社の内部監査部門は、
定期または随時に監査等を通じ子会社の損失・損害に関する管理体制の構築状況及び対応等の実績をモニ
タリング・評価する。

❹ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a)取締役会は、原則として月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的な意思決定を行
う。

b)取締役会は、事業年度における経営目標及び年間予算を決定し、社長及び業務執行取締役の職務遂行を監
督する。

c)社長及びその他の業務執行取締役は部門毎のミッションを明確にし、「組織権限規程」に基づき自ら業務
執行を行い、または取締役会で選任された執行役員を通じ管掌下の各部門の責任者に業務執行を行わせ
る。「組織権限規程」は、法令の改正または事業環境の変化、及び業務効率化の観点において必要に応じ
て随時見直しを行う。

d)執行役員の職務執行状況については、適宜、経営会議にて報告する。
e)子会社は原則として月１回定時取締役会を開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を開催するよう「取締
役会規程」によってこれを定める。また、子会社の取締役会の実施について、当社のコーポレート部門が
事務局としてこれを支援する。
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❺ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
上記①から④に掲げる事項のほか、

a)企業グループ経営の管理上必要な重要事項について、子会社との間で「経営管理契約」を締結し、重要事
項に関する事前協議・報告を求める体制を「組織権限規程」及び「関係会社管理規程」において定め運用
するとともに、意見交換会を随時開催するなど、緊密な情報連携を図る。

b)子会社に対して取締役及び監査役を派遣し、当該取締役及び監査役が子会社における職務執行の監督・監
査を行うことにより、子会社における取締役及び全ての使用人等の職務執行が法令及び定款に適合するよ
うに努める。

❻ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人等に関する事項、当該取締役及び使用人等の当社の他
の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項、並びに監査等委員会の職務を補助
すべき取締役及び使用人等に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
a)監査等委員は、内部監査部門の要員を、補助使用人等として監査等委員会の職務の補助を行わせることが
できる。

b)内部監査部門の要員は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、取締役（監査等委員である取締役を
除く）の指揮命令を受けないものとし、監査等委員会の指揮命令に従うものとする。

c)内部監査部門の使用人等の異動、評価等は、監査等委員会の意見を尊重して行うものとし、取締役（監査
等委員である取締役を除く）からの独立性を確保するものとする。

d)取締役及び使用人等は、補助使用人等の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力する。
❼ 当社または子会社の取締役及び使用人等から監査等委員会への報告に関する体制、及び当社の監査等委員
会または子会社の監査役に報告をした者が報告をしたことを理由として不利益を受けないことを確保するた
めの体制
a)当社の取締役及び使用人等は、会社の信用を著しく低下させる事項及び会社の業績を著しく悪化させる事
項が発生し、または発生する恐れがあるとき、使用人等による違法または不正な行為を発見したときは、
速やかに部門長及びコンプライアンス担当部門またはリスク管理部門等を通じ監査等委員会に報告を行
う。

b)子会社において、取締役または監査役が、使用人等から会社の信用を著しく低下させる事項及び会社の業
績を著しく悪化させる事項が発生し、または発生する恐れがある事項に関する報告を受けた場合は、速や
かに当社の監査等委員会へ報告する。

c)当社は、当社及び子会社において、使用人等が法令及び定款並びに諸規程等への違反、その他コンプライ
アンス上の問題がある事実（以下「コンプライアンス事案」という）を発見した場合の通報先として、内
部通報窓口を設置する。

d)当社及び子会社においてコンプライアンス事案に関する内部通報があった場合、内部通報窓口を管掌する
監査部は速やかに当社の監査等委員会へ報告する（ただし、公益通報者保護法に定める公益通報に該当す
るものは常勤監査等委員への報告に限るものとする）。

e)内部通報窓口は、通報者保護のため、通報・相談内容は秘守するとともに匿名性を担保する。また、法令
及び「内部通報規程」に基づき、通報者が不利益を被ることが無いよう事案を取り扱う。
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❽ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用または債
務の処理に係る方針、及びその他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a)当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し法令及び諸規程に基づく費用の前払等の請求
をした場合、当該費用または債務が明らかに監査等委員の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに
当該費用または債務を処理する。

b)監査等委員会は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査部門及び子会社監査役と連携を強め、必要に応
じて随時意見交換会を開催するなどして、意思疎通及び情報の交換がなされるように努めるものとする。

２．運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

❶ 内部統制システム全般
当社は、健全な企業経営を目指すうえで、内部統制システムの整備・向上とその運営の有効性確保が肝要

であることを認識し、当社の事業の特性及びそれに起因するリスクを考慮しつつ、効率的で適法な経営活動
を推進するべく、事業理念及び行動理念を定め、これに基づく人材の育成及び業務執行の適切な監督の仕組
みにより、健全な企業風土の醸成に努めています。

❷ コンプライアンス
・コンプライアンス規程やコンプライアンスマニュアルは法令や事業内容の変更に鑑み適宜見直しており、
従業員が常時閲覧可能な社内Webサイトに掲示し、周知徹底しております。また、全従業員を対象にコ
ンプライアンス研修を毎年1回以上実施しております。

・コンプライアンス委員会を原則として毎月開催し、当社及び子会社のコンプライアンス関連の重要事項の
審議、社内啓蒙施策等の取決めを行っております。

・内部監査規程に基づき、社長直轄の監査部が当社及び子会社の業務が適法に運営されていることを監査し
ております。

・内部通報窓口は当社監査部のほか、社外の弁護士事務所でも受け付ける体制を整備し、従業員が常時閲覧
可能な社内Webサイトへの掲示や資料配布等を通じて制度告知を行うとともに、コンプライアンス研修
等で通報先の周知を行い、内部通報制度の有効活用を図っております。
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❸ リスク管理
・リスク管理基本規程及び危機対応基本手順書に従い、リスク管理を行っております。
・個別の各事業リスクはリスクマップにより類型ごとに網羅一覧化し社内公開され、項目ごとに定めた主管
部門の執行責任者の指示のもと対策をとっております。

・リスクマネジメント委員会を原則として年7回開催し、事業活動におけるリスクに対して、リスク管理の
方針及び管理対策に関する意思決定を支援するための諮問を行っております。

・事業年度ごとに、リスクマップで特定した全てのリスクの中から特に重要とした項目を全社リスク重点項
目として抽出し、当年度の対応計画を策定して対策の強化を図るとともに、四半期ごとに進捗管理を行っ
ております。

・事業年度ごとの取り組み結果と進捗状況、また次年度の重点項目については、取締役会へ報告を行ってお
ります。

・監査部は、リスク管理の有効性について監査を行うとともに、監査結果を取締役会へ報告しております。
❹ 子会社経営管理
・関係会社管理規程に基づき子会社との間に経営管理契約を締結しております。子会社を統括する責任部門
として経営企画部が子会社の機関決定について事前に確認・協議を行い、子会社の経営状況を常に把握し
ております。

・当社から子会社に取締役及び監査役を派遣し、取締役会への出席並びに監査役による監査を通じて経営状
況を把握し、適正な業務運営体制を確保しております。

・当社監査部は、子会社に対する監査を実施しており、グループ経営に対応した効率的なモニタリングを実
施しております。

❺ 取締役の職務執行
・当社は、取締役会を原則として月１回開催するものとしており、経営管理の意思決定機関として法定事項
を決議するとともに、経営及び業務執行上の重要な事項の決定及び承認を行っております。

・取締役会においては、当社と利害関係を有しないものとして選任した社外取締役３名を含む７名の取締役
によって、倫理的かつ適法性を含む多様な視点での議論がなされており、また、監査等委員である取締役
は監査等委員会を通じ取締役の職務の適切な執行を監督し、かつ適切な助言を行っております。

❻ 監査等委員会
・監査等委員会は、社外取締役３名と常勤の社内取締役1名で構成され、委員長は、常勤の社内取締役が務
めております。社外取締役を含む監査等委員は、取締役会への出席並びに常勤監査等委員による経営会議
及びその他の重要会議への出席、関係各部門及び子会社への監査と監査等委員会への報告等を通じて、内
部統制の整備、運用状況を確認しております。また、取締役社長及び業務執行取締役と定期的な意見交換
会を実施し、取締役会で定期的に活動報告を行っております。

・監査等委員会は、定期的に内部監査部門及び会計監査人から報告を受けております。また、会計監査人、
内部監査部門及び子会社監査役と定期的に情報交換会を開催し、情報共有と連携による監査機能の強化に
努めております。



連結計算書類

43

連結株主資本等変動計算書（2025年６月１日から2026年５月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2025年６月１日残高 915 1,018 7,006 △0

連結会計年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 128 128

剰余金の配当 △1,087
親会社株主に帰属する
当期純利益 579

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 128 128 △508 −

2026年５月31日残高 1,044 1,147 6,497 △0

株主資本合計 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2025年６月１日残高 8,941 2 9 8,952

連結会計年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 256 256

剰余金の配当 △1,087 △1,087
親会社株主に帰属する
当期純利益 579 579

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） △2 117 114

連結会計年度中の変動額合計 △251 △2 117 △137

2026年５月31日残高 8,689 0 126 8,815
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 5社
主要な連結子会社の名称
株式会社アイブリット、株式会社ドゥアイネット、Radiant Communication Sdn. Bhd.
2026年5月29日付でRadiant Communication Sdn. Bhd.の株式の85％を取得し、当連結会計年
度より当該会社及びその子会社2社を連結の範囲に含めております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数及び主要な関連会社の名称

関連会社の数 0社
シャドーコンサルティング株式会社は全株式を譲渡したことにより、持分法適用の範囲から除外して
おります。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のRadiant Communication Sdn. Bhd.の決算日は12月31日であり、3月31日現在で実施

した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
株式会社アイブリット及び株式会社ドゥアイネットの決算日は３月31日であり、同日現在の計算書類を

使用しております。
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
当社及び国内連結子会社は、移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
在外連結子会社は、主として総平均法による低価法
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仕掛品
個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
貯蔵品
最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

当社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備については、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は主として定額法を採
用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物（建物附属設備） ３〜18年
工具、器具及び備品 ４〜15年

② 無形固定資産
自社利用のソフトウエア
社内における利用可能期間（３〜５年）に基づく定額法

クライアント向けソフトウエア
契約期間に基づく定額法

のれん
投資効果の発現する見積期間（最長７年）に基づく定額法
ただし、金額が僅少の場合は発生時に一括償却

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能と見込まれる額を計上しております。

② 賞与引当金
賞与引当金は、従業員に支給する賞与の支出に充てるため賞与の支給見込額のうち当連結会計年度に

帰属する額を計上しております。
③ 株主優待引当金

株主優待引当金は、株主優待制度による支出に備えるため、発生すると見込まれる額を計上しており
ます。
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（4）収益及び費用の計上基準
当社グループの主たるサービスであるコンタクトセンター・BPOサービスは、顧客より委託された問

い合わせ窓口や新規顧客支援等のコンタクトセンター運営、人事・経理等バックオフィスの事務処理に関
するBPOサービスを提供することを履行義務としております。当該履行義務の遂行に際しては、当社グル
ープにおいて要員を選任及び配置し当社グループの指揮命令においてその運営及び補助に従事させてお
り、サービスの提供を通じて履行義務が充足されるものであります。よって当該履行義務は役務提供期間
にわたり充足されるため役務提供期間にて収益を認識しております。契約単価に実績稼働時間や件数を乗
じて算出された金額等、契約形態に応じた金額で提供したサービスに対して収益を認識しております。な
お、一部の請負契約においては検収完了時点で収益を認識しております。
取引に関する支払条件は、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素が含まれておりませ

ん。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
小規模企業等における簡便法の採用
当社グループの一部の連結子会社で退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付とする方法を用いた簡便法を適用しております。

３．表示方法の変更に関する注記
連結貸借対照表
前連結会計年度において無形固定資産で区分掲記しておりました「ソフトウエア仮勘定」（当連結会計年度

３百万円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示してお
ります。

４．会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

当連結会計年度

有形固定資産 2,060

無形固定資産（のれんを除く） 313

減損損失 161
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② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
1）算出方法

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業拠点別やクライアント向けソ
フトウエアごとに資産のグルーピングを行い、本社資産を共用資産としております。当該資産の一部に
おいて、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し
ております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに

基づく使用価値がマイナス見込みであるため、零として評価しております。
2）主要な仮定

使用価値の基礎となる将来キャッシュ・フローは、最新の受注情報や将来の販売計画を反映した事業
計画及びそれ以降の期間の売上高成長率等、一定の仮定を基礎に算定しております。

3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記仮定には不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により見積りの前提とした条件や仮定に変
更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（2）のれんの評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
当連結会計年度

のれん 684

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報
1)算出方法

企業結合により取得したのれんは今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であり、識別可
能な資産および負債の企業結合日時点の時価と取得価額との差額で計上しております。なお、当連結会
計年度末時点の識別可能資産及び負債の特定及び時価の見積りが未了であるため、取得原価の配分が完
了しておらず、暫定的に算定された金額で会計処理を行っております。
減損の兆候の有無を検討し、のれんを含む資産グループについて減損の兆候があると認められる場合

は、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否
を判定し、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として計上することとしております。

2)主要な仮定
のれんの算定においては、株式取得時の事業計画等を基礎として将来の不確実性を見積もっておりま

す。
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3)連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの会計上の見積りに使用する事業計画等の仮定は、使用する時点において入手可能な情報に基

づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、事業環境や市場環境の変化等により、その見積額
の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に影響を与える
可能性があります。
また、企業結合にかかる暫定的な会計処理が完了し取得原価の配分が行われた場合には、のれんの計

上額が変動する可能性があります。

（3）市場価格のない株式等の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
当連結会計年度

投資有価証券 135

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
1）算出方法

市場価格のない株式等については、取得価額をもって貸借対照表価額としていますが、直近の決算書
等を用いて算出した１株当たりの純資産額を基礎とした実質価額または取得時において認識した超過収
益力を反映させた実質価額が取得価額に比べ著しく低下（概ね50％以上）した場合に減損の要否を検討
することとしております。実質価額が取得価額に比べて著しく低下したときは、相当の減額を行い、評
価差額を当期の損失として計上しております。

2）主要な仮定
投資先の事業計画等をもとに実質価額を算定している場合の主要な仮定は、投資先の事業計画及びそ
の前提となる投資先の事業環境や将来の業績に関する見通し等です。

3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
投資先の事業環境や市場環境の変化等により、投資時の超過収益力を反映した実質価額が著しく低下
した場合、取得株式等の減損損失を計上することも想定され、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を
及ぼす可能性があります。
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５．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保資産

① 担保に供している資産（帳簿価額）
現金及び預金に含まれる定期預金 188百万円
建物 24百万円
計 212百万円
上記の現金及び預金に含まれる定期預金及び建物は、在外連結子会社の借入金の担保として差し入れ
ています。

② 担保に係る負債（帳簿価額）
短期借入金 104百万円
長期借入金(1年内返済期限到来分含む) 199百万円
計 303百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,994百万円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（3）当座貸越契約及び貸出コミットメント
運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 1,085百万円
借入実行残高 3百万円
差引額 1,081百万円
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６．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失

ー クライアント向け
ソフトウエア ソフトウエア 161

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、コンタクトセンター・BPO拠点別、ク
ライアント向けソフトウエアごとに資産のグルーピングを行い、本社資産を共用資産としております。当
該資産の一部において、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能価
額まで減額しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ
く使用価値がマイナス見込みであるため、零として評価しております。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 14,125,600株 243,200株 ー 14,368,800株
（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加243,200株によるものです。

（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年７月11日
臨時取締役会 普通株式 1,087 77 2025年５月31日 2025年８月12日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年７月13日
臨時取締役会 普通株式 利益剰余金 1,106 77 2026年５月31日 2026年８月７日

（3）新株予約権等に関する事項

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 増加 減少 当連結会計

年度末
第１回新株予約権 普通株式 520,800 ー 127,400 393,400 ー
第２回新株予約権 普通株式 122,400 ー 121,400 1,000 0

合計 643,200 ー 248,800 394,400 0
（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。
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８．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、必要な設備投資用資金を内部留保で賄い、短期的な運転資金を銀行借入により調達す

る方針であります。一時的な余資は安全性の高い預金で運用し、デリバティブ取引は行わない方針であり
ます。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されておりま
す。
投資有価証券は主に投資先企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である未払金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は主に運転資金および投資資金を目的としたものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
1） 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業管理規程及び与信管理規程に従い、外部の信用調査機関の活用等により顧客ご
との格付けを行い、与信枠の設定及び与信残高の管理を実施するとともに、与信枠を定期的に見直すこ
とで信用リスクの低減を図っております。
敷金及び保証金は、貸主の信用リスクに晒されておりますが残高管理を行うことでリスクの低減に努

めております。
投資有価証券は定期的に発行体の財務状況等を把握し信用リスク低減に努めております。

2） 市場リスクの管理
長期借入金に関しては、変動金利の借入金は、分割弁済によりその影響を緩和するとともに、当社経

理財務部において管理しております。
3） 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、経理財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新し、手許流動性の維持を図り、流動性リスク
を管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定において、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提
条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及び時価の算定方法

2026年５月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に含めておりません（（注３）
を参照ください。）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）敷金及び保証金 1,165 969 △196

資産計 1,165 969 △196
（2）長期借入金 1,518 1,503 △15

負債計 1,518 1,503 △15
（注）１「現金及び預金」、「売掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」については、短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。
２「長期借入金」は、１年以内に期限の到来する金額を含めております。
３ 市場価格のない株式等は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 135

４ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 （単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 6,492 ー ー ー

売掛金 4,566 ー ー ー

敷金及び保証金 ー ー ー 1,165

合計 11,058 ー ー 1,165
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５ 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 （単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 267 287 307 327 322 5

合計 267 287 307 327 322 5

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ

ルに分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
（1）敷金及び保証金 ー 969 ー 969

資産計 ー 969 ー 969

（2）長期借入金 ー 1,503 ー 1,503

負債計 ー 1,503 ー 1,503
（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
（1）敷金及び保証金
主としてオフィスの賃借時に差し入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積もり、安全性の高い

長期の債券の利回りで割り引いた現在価値を算定しております。
（2）長期借入金
時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に

より算定しております。
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９．企業結合等に関する注記
（取得による企業結合）
2026年４月27日開催の取締役会において、Radiant Communication Sdn. Bhd.（本社：マレーシア、ク

アラルンプール）の株式85％を取得し、連結子会社化することについて決議いたしました。また、2026年４
月27日に株式譲渡契約を締結し、2026年５月29日付で株式を取得いたしました。

（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：Radiant Communication Sdn. Bhd.
事業の内容 ：オムニチャネル顧客体験（CX）ソリューション、人工知能（AI）、ソフトウエア開

発、システム統合
IP-PBXをはじめとする通信機器の売買、賃貸及び保守

② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、自社開発クラウドPBX「Omnia LINK」の外販を成長戦略として位置付けておりま

す。本件株式取得により、マレーシア市場におけるコンタクトセンター事業の知見やネットワークを有す
るRadiant Communication Sdn. Bhd.をグループ化することで、Omnia LINKのローカライズ及び多言
語対応機能の強化を図り、グローバル市場への展開を開始いたします。さらに、同社が有するAIソリュー
ション等の技術・ノウハウを活用し、日本市場におけるサービス価値の向上を図ることで、Omnia LINK
外販事業の成長及び当社グループの持続的な企業価値向上を目指してまいります。

③ 企業結合日
2026年５月29日（みなし取得日は2026年３月31日)

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
85.0％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
当連結会計年度末の取得のため、被取得企業の業績は当連結会計年度の業績に含まれておりません。
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（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 1,373百万円 （33百万MYR／ マレーシアリンギット）
取得原価 1,373百万円 （33百万MYR）

（4）企業結合契約に定められた条件付取得対価の内容及び今後の会計処理方針
① 条件付取得対価の内容
取得の対価には、条件付取得対価を含めておりません。2026年１月から2027年12月までの被取得企業
の累積利益目標（EBITDA）の達成度合いに応じて、追加で対価を支払うアーンアウト条項を設けており
ます。条件達成時、最大9.5百万MYRの条件付取得対価（アーンアウト対価）が発生する契約となりま
す。

② 今後の会計処理方針
取得対価の変動が生じた場合には、取得時に発生したものとみなして取得原価を修正し、のれんの金額及
びのれんの償却額を修正することとしております。

（5）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 146百万円

（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
684百万円
なお、上記の金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が短く、企業結合日時点の識別可能資産及び

負債の特定及び時価の見積りが未了であるため、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的に算定された
金額であります。

② 発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③ 償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却を見込んでおります。

（7）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 631百万円
固定資産 722百万円
資産合計 1,354百万円
流動負債 323百万円
固定負債 219百万円
負債合計 543百万円
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（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法

影響の概算額については、合理的な算定が困難であるため記載しておりません。

10．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

金額（百万円）

コンタクトセンターサービス 26,565

BPOサービス 7,836

その他 1,921

顧客との契約から生じる収益 36,322

外部顧客への売上高 36,322

（2）収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「２．会計方針に関する事項 （4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため

記載を省略しております。
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（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 債権及び契約負債の残高等

当連結会計年度（百万円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,089

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 4,566

契約資産（期首残高） −

契約資産（期末残高） 69

契約負債（期首残高） 14

契約負債（期末残高） 147
契約負債は、主に顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、14百万円で

あります。
当連結会計年度末の契約資産及び契約負債に関する残高は主に在外連結子会社の残高であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当
初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため残存履行義務に関する情報の記載を省略し
ております。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 604円72銭
１株当たり当期純利益 40円89銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13．その他注記
金額の表示単位の変更
当連結会計年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
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株主資本等変動計算書（2025年６月１日から2026年５月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
2025年６月１日残高 915 815 203 1,018
事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 128 128 128
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）
事業年度中の変動額合計 128 128 − 128
2026年５月31日残高 1,044 944 203 1,147

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2025年６月１日残高 75 6,827 6,902 △0 8,837 2 8,840
事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 256 256
剰余金の配当 △1,087 △1,087 △1,087 △1,087
当期純利益 660 660 660 660
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） △2 △2

事業年度中の変動額合計 − △426 △426 − △170 △2 △172
2026年５月31日残高 75 6,401 6,476 △0 8,667 0 8,667
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
1） 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
2) その他有価証券

市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
1） 商品

移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

2） 仕掛品
個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

3） 貯蔵品
最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物（建物附属設備） ３〜18年
工具、器具及び備品 ４〜15年

② 無形固定資産
1） 自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（３〜５年）に基づく定額法
2） クライアント向けソフトウエア

契約期間に基づく定額法
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能と見込まれる額を計上しております。

② 賞与引当金
賞与引当金は、従業員に支給する賞与の支出に充てるため賞与の支給見込額のうち当事業年度に帰属

する額を計上しております。
③ 株主優待引当金

株主優待引当金は、株主優待制度による支出に備えるため、発生すると見込まれる額を計上しており
ます。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の主たるサービスであるコンタクトセンター・BPOサービスは、顧客より委託された問い合わせ窓

口や新規顧客支援等のコンタクトセンター運営や、人事・経理等バックオフィスの事務処理に関するBPO
サービスを提供することを履行義務としております。当該履行義務の遂行に際しては、当社において要員
を選任及び配置し当社の指揮命令においてその運営及び補助に従事させており、サービスの提供を通じて
履行義務が充足されるものであります。よって当該履行義務は役務提供期間にわたり充足されるため役務
提供期間にて収益を認識しております。契約単価に実績稼働時間や件数を乗じて算出された金額等、契約
形態に応じた金額で提供したサービスに対して収益を認識しております。なお、一部の請負契約において
は検収完了時点で収益を認識しております。
取引に関する支払条件は、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素が含まれておりませ

ん。

２．会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

当事業年度

有形固定資産 1,341

無形固定資産 238

減損損失 161
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② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表 ４．会計上の見積り（1）固定資産の減損」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

（2）市場価格のない株式及び関係会社株式の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
当事業年度

投資有価証券 135

関係会社株式 1,583

関係会社株式評価損 12
当社は2026年5月29日にRadiant Communication Sdn. Bhd.の発行済株式の85％を株式取得したこと
により、関係会社株式1,520百万円を計上しております。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
1）算出方法
市場価格のない株式及び関係会社株式については、取得価額をもって貸借対照表価額としていますが、
直近の決算書等を用いて算出した１株当たりの純資産額を基礎とした実質価額または取得時において認識
した超過収益力を反映させた実質価額が取得価額に比べ著しく低下（概ね50％以上）した場合に減損の要
否を検討することとしております。実質価額が取得価額に比べて著しく低下したときは、実質価額の回復
可能性が十分な証拠により裏付けられる場合を除いて、相当の減額を行い、評価差額を当期の損失として
計上しております。
2）主要な仮定
投資先の事業計画等をもとに実質価額を算定している場合の主要な仮定は、投資先の事業計画及びその
前提となる投資先の事業環境や将来の業績に関する見通し等です。
3）翌事業年度の計算書類に与える影響
投資先の事業環境や市場環境の変化等により、投資時の超過収益力を反映した実質価額が著しく低下し
た場合や、回復可能性が十分ではないと見積られる場合取得株式等の減損損失を計上することも想定さ
れ、翌事業年度の計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

３．表示方法の変更に関する注記
貸借対照表
前事業年度において無形固定資産で区分掲記しておりました「ソフトウエア仮勘定」（当事業年度３百万円）

については、金額が僅少となったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 1,886百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（2）関係会社に対する金銭債権債務
短 期 金 銭 債 権 3百万円
短 期 金 銭 債 務 117百万円

（3）国庫補助金等による固定資産圧縮記帳累計額
建 物 7百万円
工具、器具及び備品 3百万円

（4）当座貸越契約及び貸出コミットメント
運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 1,000百万円
借入実行残高 ー百万円
差引額 1,000百万円

５．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高
① 営業取引による取引高

売 上 高 8百万円
売 上 原 価 1,141百万円
販売費及び一般管理費 25百万円

② 営業取引以外の取引高
営 業 外 収 益 15百万円

（２）減損損失
連結計算書類「連結注記表 6．連結損益計算書に関する注記 減損損失」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 52 ー ー 52

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 1百万円
賞与引当金 112 〃
資産除去債務 287 〃
未払事業税 45 〃
減価償却超過額 114 〃
賞与引当金（法定福利費）否認 17 〃
未払事業所税 20 〃
一括償却資産限度超過額 3 〃
子会社株式の投資簿価修正 14 〃
その他 1 〃

繰延税金資産小計 618百万円
評価性引当額 △14百万円

繰延税金資産合計 603百万円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △152百万円

繰延税金負債合計 △152百万円
繰延税金資産純額 451百万円

８．関連当事者との取引に関する注記
（1）兄弟会社等
種類 会社等の

名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

株式会社
パソナ ― 役務の提供 役務の提供

（注） 1,706 売掛金 92
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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（2）役員及び個人主要株主等

種類 氏名
議決権等の

所有(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員 森本 宏一 直接 0.43 当社取締役会長 ストックオプション
の権利行使(注1,2) 136 ― ―

役員 飯島 健二 直接 0.52 当社代表取締役社長 ストックオプション
の権利行使(注1) 11 ― ―

役員 伊東 雅彦 直接 0.00 当社執行役員 ストックオプション
の権利行使(注1) 11 ― ―

役員 酒井 匡 直接 0.01 当社執行役員 ストックオプション
の権利行使(注1) 11 ― ―

役員 杉村 元 直接 0.01 当社執行役員 ストックオプション
の権利行使(注1) 10 ― ―

(注1)新株予約権の行使は2021年４月22日開催の取締役会決議による第１回新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。な
お、取引金額欄は、当事業年度における新株予約権の権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。
(注2)新株予約権の行使は2021年４月22日開催の取締役会決議による第２回新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。な
お、取引金額欄は、当事業年度における新株予約権の権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

９．企業結合等に関する注記
（取得による企業結合）
連結注記表の９．企業結合等に関する注記に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．収益認識に関する注記
・収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 603円20銭
１株当たり当期純利益 46円65銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13．その他注記
金額の表示単位の変更
当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年７月14日
ビーウィズ株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 孫 延 生
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 映

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ビーウィズ株式会社の2025年6月1日から2026年5

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ビーウィズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を
含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年７月14日
ビーウィズ株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 孫 延 生
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 映

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ビーウィズ株式会社の2025年6月1日から

2026年5月31日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注
記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年6月1日から2026年5月31日までの第27期事業年度における取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所においてオンライン形式でのリモート監
査も導入して業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及びそ
の理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えま
した。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、
会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する 重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに 当たり当社の利益を害
さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判
断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年7月15日

ビーウィズ株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 中 島 孝 ㊞
監 査 等 委 員 冨 松 宏 之 ㊞
監 査 等 委 員 伊 能 美 和 子㊞
監 査 等 委 員 政 井 貴 子 ㊞

（注） 監査等委員 冨松宏之、伊能美和子、及び政井貴子は、会社法第2条第15号 及び第331条第6項に規定する社外取締役で
あります。

以 上


